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１【提出理由】

本投資法人の投資方針が以下のとおり変更されましたので、金融商品取引法第24条の５第４項並びに特定

有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第29条第１項及び同条第２項第３号の規定に基づき本臨時報告

書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

（1）変更の内容についての概要

平成22年６月25日付で提出された有価証券報告書に記載された投資方針の一部が以下のとおり変更され

ました。

　　　　　　の部分は変更箇所を示します。

 

（訂正前）

第一部　ファンド情報

第１　ファンドの状況

２　投資方針

（1）　投資方針

①　基本方針

（前略）

本投資法人は、かかる３つのカテゴリーに分類した賃貸住宅について、下記の投資比率に基づ

き取得していきます。また、賃貸住宅が戸数ベースにおいて東京都心部を含む関東大都市圏に全

体の約35％、その他の地域に残りの約65％が存在しているという実情を踏まえて、日本全国にわ

たり下記の投資比率で賃貸住宅を取得していきます。なお、競争力のある物件の確保及び不動産

市場の状況等により、運用開始時を含め一時的又は一定期間、下記投資比率の範囲を超えること

があります。

 

＜賃貸住宅カテゴリー別投資比率＞

 賃貸住宅カテゴリー 取得価格ベース投資比率

 ワンルームタイプ 40～70％

 ファミリータイプ 20～50％

 プレミアムタイプ 10～30％

（注１）取得価格ベース投資比率の策定に際しては以下の戸数ベースの投資比率を参考指標としています。

 

 賃貸住宅カテゴリー 戸数ベース投資比率

 ワンルームタイプ 50～90％

 ファミリータイプ 15～45％

 プレミアムタイプ 15％以下

（注２）一棟の建物につき複数の賃貸住宅カテゴリーの住居が混在する場合、戸数ベースにおいて最も多い戸数のカテゴリーに属する

ものとして、当該一棟の建物全体を分類して投資比率を算定します。

（後略）
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（訂正後）

第一部　ファンド情報

第１　ファンドの状況

２　投資方針

（1）　投資方針

①　基本方針

（前略）

本投資法人は、かかる３つのカテゴリーに分類した賃貸住宅について、下記の投資比率に基づ

き取得していきます。なお、競争力のある物件の確保及び不動産市場の状況等により、運用開始時

を含め一時的又は一定期間、下記投資比率の範囲を超えることがあります。

 

＜賃貸住宅カテゴリー別投資比率＞

 賃貸住宅カテゴリー 取得価格ベース投資比率

 ワンルームタイプ 40～70％

 ファミリータイプ 20～50％

 プレミアムタイプ 20％以下

（注１）取得価格ベース投資比率の策定に際しては以下の戸数ベースの投資比率を参考指標としています。

 

 賃貸住宅カテゴリー 戸数ベース投資比率

 ワンルームタイプ 50～90％

 ファミリータイプ 15～45％

 プレミアムタイプ 10％以下

（注２）一棟の建物につき複数の賃貸住宅カテゴリーの住居が混在する場合、戸数ベースにおいて最も多い戸数のカテゴリーに属する

ものとして、当該一棟の建物全体を分類して投資比率を算定します。

（後略）

 

(2)　変更の年月日

平成22年10月20日
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